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１．はじめに
企業会計の研究は企業が行う投資に即して，購入，保有および売却の
会計処理に焦点を当てることにより，資本と利益の峻別計算を命題とし
ている。これまで，法的に独立した個別企業の財務諸表を対象としてき
た。本書もまた，企業会計における資産評価と利益認識を考察するもの
の，その舞台は取引の経済的実態が問われる企業グループの連結財務諸
表までにも拡張している。本書は取引の断片を表わしているに過ぎず個
別財務諸表を対象にした現行の利益測定の整合性と限界を，企業グルー
プの連結財務諸表を通じて明らかにする研究姿勢である。一般的な財や
サービスの売買や交換取引の会計問題と，企業それ自体を取引の対象と
する会計問題の類似点と異同点を念頭に置きながら，継続企業の利益測
定に関するルールの整合性を問うことに，本書の特徴があることを，評
者の立場からまず強調しておきたい。
２．本書の概要
 本書の論理構成
本書は，事業再編会計を題材として，企業会計における資産の評価と
利益の認識について考察したものである。本書は全１２章から構成されて
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おり，各章の表題は下記のとおりである。
第１章 事業再編会計の準拠枠
第２章 合併の実質とは何か
第３章 支配概念と利益測定
第４章 企業結合会計基準のフレームワークとその影響
第５章 事業投資の継続性と利益測定
第６章 子会社合併と連結利益の測定
第７章 子会社上場と利益の実現
第８章 企業分割と利益の実現
第９章 ジョイント・ベンチャー投資の会計
第１０章 持分概念と資産再評価
第１１章 不動産の証券化と利益の実現
第１２章 要約と展望
第１章から第４章は事業再編取引の実質を捉える視点及び基幹的な概
念に着眼することにより，２つの利益測定の体系を表わす支配概念と持
分概念から構築される事業再編会計の体系を構想している。この本書の
前半部分の特徴は，事業再編会計の準拠枠を設定して，これまでの事業
再編をめぐる会計基準を相対化するための仮説構築とその仮説の妥当性
を検証することにある。
第５章から第１１章は本書の後半部分に該当し，事業再編会計の諸問題
に関する事例研究とされている。事例研究といっても，事業再編取引の
類型に応じた会計問題を解説するものではなく，本書の前半部分で提示
した仮説を事例研究という手法で検証するものである。すなわち，事業
再編会計の体系づける支配概念と持分概念そのものの妥当性とそれに付
随する派生的な論点を検証する作業である。
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 前半部分の要約：事業再編会計の準拠枠
第１章は本研究の目的，手法と論理構成を示しながら，本研究の全体
像を示している。
本研究の目的は，事業再編会計において資産が評価替えされる条件，
すなわち，のれんや含み損益が認識される条件といった利益測定の基礎
が改訂される条件を明らかにするものである。それゆえ，継続企業の利
益測定を支える実現概念の意義を問うことにほかならないと主張してい
る。
本研究の手法は，事業再編の利益認識という会計事象について，ある
一定の分析軸から構成される理論的枠組みと実際の事例を通じて検証す
るものである。すなわち，事業再編の取引の実質が実務においてどのよ
うに判断されてきたのかを明らかにするために，取引の具体的事実を一
定の準拠枠に従い抽象化し，その抽象的事実と現実に適用された会計方
法との関係を検証するものである。事例分析の目的は，事業再編の会計
方法の適用例や企業の利益操作の実態を明らかにするものではなく，構
築した準拠枠の説得力を検証するための手段とされている。この準拠枠
は事例研究を通じて検証されるため，仮説としての性格が強いものと思
われる。
したがって，本書の論理構成は，仮説の構築作業として事業再編の取
引と会計処理の整合性に関する理論的基盤の構築（事業の継続性と利
益測定の基礎概念の整理，事業再編取引の実質の判定規準の設定）と
仮説の検証作業として事例分析を通じた検証という２つの作業に大別さ
れる。仮説の構築作業は第１章で行い，第２章から第４章までは仮説を
構築するために採用した概念の背後にある考え方を検討している。
本書は，仮説構築の作業を進めるために，事業再編会計の論点と分析
のための準拠枠を設定している。まず，事業の継続性を利益測定の基礎
概念から捉えようとしている。
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事業再編会計の論点は，移転事業を構成する資産や負債の含み損益を
認識の有無に帰着するものの，現行の企業会計の論理との整合性を保つ
必要があると，筆者は考えている。
現行の企業会計の論理において，継続企業における資産評価と利益測
定は，事業への投資の継続性が失われたときに，利益測定の基礎を改訂
する。したがって，事業投資の継続性という概念の意味内容を明確にす
る必要がある。本書は，事業投資の継続性が事業の動態の捉え方に依存
すると考え，企業資産の転換プロセスと株主資本の転換プロセスに注目
する。
事業の動態とは，株主からの出資，調達した資金の事業への投下，投
下資金の回収，そしてその回収余剰の株主への分配という一般的な企業
の経済活動を意味する。そこで，企業資産の転換プロセスとは，このよ
うな事業の動態を，株主から調達した金融資産を営業資産に転換し，さ
らにそれを金融資産に再転換して株主に分配する一連の過程として捉え
る。この観点では，企業が資産に対する支配を喪失したときに，事業投
資の継続性が失われたと判断される。企業資産の転換プロセスは企業が
使用する資産の質的変化によって事業の動態を捉える観点である。株主
資本の転換プロセスもまた，事業の動態を，株主の払い込んだ流動資本
が拘束資本に転換され，さらにそれが流動資本に再転換される一連の過
程として捉える。この観点では，資産に拘束されていた株主資本が流動
性のある資本に再転換されたときに，事業投資の継続性が失われたと判
断する。株主資本の転換プロセスは株主が払い込んだ資金の質的変化に
よって事業の動態を捉える観点なのである。
したがって，事業の投資の継続・非継続の判断規準となる，支配の継
続性は企業資産の増加と減少に基づいて利益を測定するアプローチと結
合し，また持分の継続性は株主資本の投下と回収に基づいて利益を測定
するアプローチと結合するのである。
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次に，事業再編取引の実質を明確化することにより，事業の継続性の
概念を具体化する作業に行っている。本書では，事業投資の継続と非継
続の判断規準は，支配概念と持分概念から事業再編取引の類型化する作
業を通じて具体的に判定する。
本書は事業再編取引を，支配の概念と持分の概念という２つの概念の
マトリクス上の組み合わせによって分類する。類型Ａは「支配の獲得・
喪失とともに持分の取得・清算を伴う取引」であり，具体的には現金を
対価とする企業買収や親会社による子会社株式の売却が挙げられる。類
型Ｂは「支配の獲得・喪失のみを伴う取引」であり，具体的には株式を
対価とする企業合併が挙げられる。類型Ｃは「持分の取得・清算のみを
伴う取引」であり，具体的には現金を対価とする子会社株式の追加取得
や一部売却が挙げられる。類型Ｄは「支配の獲得・喪失も持分の取得・
清算も伴わない取引」であり，具体的には株式交換を伴う完全子会社や
対等合併が挙げられる。
支配の概念と持分の概念を分析の枠組みとするには，一定の限界が指
摘されている。たとえば，支配概念が全か無か思考タイプの概念である
限り，支配の共有は被支配を意味するため，支配から共同支配への変化
は支配の喪失を意味する。その典型がジョイント・ベンチャー型企業の
設立である。共同支配企業の形成に関する会計処理は理論的に，いずれ
の事業も非継続事業と判断されるため，移転事業を構成する資産の含み
損益がすべて認識されることになる。それゆえ，支配の概念は資産の認
識と測定にとっては有用な概念であるが，損益の認識や測定にとっては
必ずしも有用といえない可能性がある。すなわち，支配の概念の限界は，
事業の動態を企業資産の転換とみる観点の限界を示唆するものである。
また，持分の概念は，子会社の第三者割当増資において，新株発行価
格が増資前の１株当たり持分簿価を超えるケースの会計処理の意味を問
う。このケースでは，増資による親会社の持株比率は減少するものの，
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持分額は増加する。よって，この持分増加額の会計処理方法には実現利
益として認識する，あるいは払込資本として認識することが考えられる。
それゆえ，持分の概念には株主資本の範囲および純利益の意味が問題
となるので，事業の動態を株主資本の転換プロセスとみる観点の限界も
示唆されるのである。
第２章は，個々の米国企業結合会計基準を題材として，企業結合の経
済的実質の判断規準を確認している。次に，この会計基準の考え方の一
貫性を検討している。この作業は，企業結合における事業投資の継続性
の判断規準を明確にすることにより，利益測定の基礎の改訂の論拠を示
すことをめざしている。１９５０年公表の会計研究公報（ARB）４０号から
１９７０年公表の会計原則審議会意見書（APBO）１６号までは，企業結合の
本質を「持分の継続性」から判断されていた。株主の持分が清算された
かどうかで事業投資の継続・非継続が判断され，その事業を構成する資
産・負債の評価替えもそれに依存していた。２００１年公表の米国財務会計
基準書（SFAS）１４１号及び２００７年１２月公表のSFAS１４１RならびにSFAS
１６０では，企業結合の本質が「支配の継続性」から判断されている。企
業の支配が失われたかどうかで事業投資の継続・非継続が判断され，そ
の事業を構成する資産・負債の評価替えもそれに依存する。株主資本の
投下と回収ではなく，企業資産の増加と減少にもとづいて利益が測定さ
れる。このように，米国企業結合会計基準では，企業結合の経済的実質
に関する判断規準が「持分の継続性」から「支配の継続性」に変化し，
それにともなう利益の認識が行われることが明らかにされている。
第３章は，親会社による子会社株式の追加取得と一部売却という取引
を題材に，「支配の継続性」と「持分の継続性」の観点から，取引の実
質の捉え方とそれに応じた会計方法を分析する。持分の継続性の観点に
よると，現金を対価とする子会社株式の追加取得は，少数株主持分の取
得とみなされ，パーチェス法に準じて会計処理される。また，株式を対
大雄智『事業再編会計―資産の評価と利益の認識』
１４０ （１４０）
価とする追加取得は，親会社の持分と少数株主の持分の融合とみなされ，
持分プーリング法に準じて会計処理される。すなわち，持分の継続性の
観点によると，親会社による子会社株式の追加取得は対価の種類に応じ
た会計方法が決まる。一方，支配の継続性の観点によると，対価の種類
にかかわりなく，子会社株式の追加取得は連結グループによる自己株式
の取得，すなわち，資本取引となる。現行のSFAS１６０号やIAS２７Rでは，
子会社株式の追加取得を資本取引と規定する考え方を採用している。こ
れは，持分概念が資産概念に依存する概念フレームワークの論理的帰結
となっていると指摘する。すなわち，資産は支配にもとづく概念である
ため，持分概念は支配概念に依存することになり，すべての取引の実質
は支配の継続性によって判断されることになり，それで十分であるとい
えると述べている。
会計コンバージェンスが進み，企業結合会計基準をめぐる日本基準と
米国基準及び国際会計基準は事実上，変わりなくなった。表層的な会計
処理の差異よりも，会計処理の根底にある基礎概念の違いが残っている。
第４章は今日的な課題であるコンバージェンスに秘された理論的な問題
点を検討している。企業結合会計をめぐる問題の焦点は，企業結合の経
済的実態を操作してまでも適用をめざす持分プーリング法の濫用にあっ
た。かつての日米の会計基準は，持分を中心概念として企業結合会計の
制度設計を図っていたことで共通する。しかし，米国基準は持分プーリ
ング法が適用される局面について規制強化に努めたものの，それが努力
目標となり逆効果となった。その後の基準改正では，持分の継続性とい
う概念を否定し，支配の継続性の観点から企業結合の実質を判断し，そ
れに応じて会計方法を決めている現状に至っている。一方，日本基準で
は持分の継続性という概念を保持するために，必要条件として支配の継
続性に着目した規準を追加して，持分プーリング法の濫用の防止に努め
た。このように，持分の継続性を基本概念とする日本基準と，支配の継
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続性を基本概念とする米国基準では，その基本概念の違いが子会社株式
の追加取得に関する日米間の会計処理の差異を顕著にさせる。持分の継
続性を基本概念とする観点は，追加取得の対価が現金の場合，資産とし
て認識され，対価が株式の場合は資本修正として処理される。支配の継
続性を基本概念とする観点は，追加取得の対価が現金であれ株式であれ，
資本修正となる。この観点を一貫した利益測定モデルでは，持株比率に
依存する比例連結や持分法という会計方法の存在意義を否定することと
なる。
 後半部分の要約：事例研究からの知見
第５章は昭和電工と昭和軽金属における事業分離と再吸収の取引を題
材として，事業投資の継続性と利益測定の実質を検討している。本章の
事例では，事業投資が継続しているにもかかわらず，個別財務諸表では
形式的な資金回収に基づく会計処理がなされ，資産の含み益が認識され
るとともに，利益測定の基礎が改訂されることが示されている。事業投
資の継続性と利益測定の基礎の整合性を維持するならば，支配の継続性
にしたがって個別財務諸表上の利益測定を修正すべきである。昭和電工
の会計処理は支配の継続性でも，持分の継続性にしたがったものではな
い。すなわち，本章は支配の継続性にもとづく会計処理が個別財務諸表
でも必要な場合があることを主張している。
第６章は昭和電工と昭和アルミニウムにおける子会社合併の取引を題
材として，連結財務諸表における利益測定の問題点を示している。本章
は，譲渡会社である子会社が連結の範囲に含まれることなく解散する
ケースを挙げ，合併や事業譲受についての個別財務諸表上の会計処理を
修正することなく，連結財務諸表に反映させたに過ぎない事例を挙げて
いる。こうした会計処理の問題点は，子会社資産が譲受日の時価で評価
され，それが子会社投資の利益測定の基礎として引き継がれていること
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にある。なお，支配の継続性と持分の継続性の概念に基づかない会計処
理が連結財務諸表の資本と利益の意味内容を危うくすることが指摘され
ている。
第７章はソニー株式会社による子会社公募増資にともなう親会社持分
変動額の会計処理の事例として，支配の継続性と持分の継続性の概念の
有効性を検討している。子会社公募増資にともなう親会社持分変動額の
貸方勘定の位置付けは，従来の連結基礎概念での説明は説得力に欠け，
支配の継続性と持分の継続性から考察すべきであるという。連結会計上
の払込資本と実現利益の峻別は子会社投資の継続性によって検討され，
どちらの概念が適用されるかで，会計処理は異なることに留意しなけれ
ばならないと指摘されている。
第８章はコナミ株式会社による第三者割当増資の引き受けと会社分割
の取引の実質をめぐる多様な解釈を題材に，支配の継続性と持分の継続
性の概念の限界を検討している。本章の事例では，一連の取引を独立し
た取引あるいは連続する取引と捉えるかにより，それを具現化する支配
と持分の継続性の規準が鮮明になるという。しかしながら，持分法を採
用する同社の会計処理では，支配の継続性と持分の継続性を規準が不明
確である。こうした持分法の会計処理の基礎にある考え方は，支配概念
に必然的にともなう支配と非支配という二項対立の概念設計の問題点を
明らかにし，また持分法が現金決済の介在を仮想した取引であり，継続
事業における資産の評価替えと含み損益の認識という問題を引き起こす
ことを指摘されている。
第９章は日産自動車による在外共同事業体の会計処理を題材に，ジョ
イント・ベンチャー投資の会計問題を検討している。ジョイント・ベン
チャー投資の会計では，設立時において，投資企業がジョイント・ベン
チャーに拠出した事業の移転利益の認識範囲が，また設立後はジョイン
ト・ベンチャーに対する持分の認識方法が，支配の継続性や持分の継続
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性から異なる会計処理が導出される。さらに，ジョイント・ベンチャー
投資の性格を事業投資あるいは金融投資として位置づけることにより，
会計方法も変質することが指摘されている。
第１０章は会社間取引としての資産交換の会計処理と，会社と株主間取
引としての子会社株式の一部売却の取引を題材として，支配の継続性と
持分の継続性の観点から，非貨幣性資産の交換による譲渡資産の含み損
益の認識を検討されている。ここでは，財務諸表の構成要素の定義と持
分の概念の捉え方により，持分概念と支配概念の関係が変わってくる。
まず，持分概念を株主資本に対応させる考え方では，持分は資本概念に
依存する概念であり，貨幣資本の回収余剰が企業の利益を意味する。す
なわち，投下資本の流動化が収益の認識となる。投資の継続性を中断さ
せる取引や事象の特定が問題になる。一方，持分概念を企業資産に対応
させる考え方では，持分は資産概念に依存する概念であり，将来の経済
的便益の正味流入分が企業の利益を意味する。すなわち，支配の喪失が
収益の認識規準となる。ただし，支配を喪失することなく，期待キャッ
シュ・フローが著しく変化する，保有資産の用途変更には留意しなけれ
ばならないと指摘されている。
第１１章は不動産の証券化によるオフバランス化と売却損益の認識の適
用上の課題を検討することにより，会社分割や事業譲渡の類似する会計
問題の考察を試みている。リスク経済価値アプローチは，資産のオフバ
ランス化の規準としては合理的であるかもしれないが，売却損益の認識
には必ずしも合理的でない。不動産のセール・アンド・リースバック取
引では売却損益を繰り延べることにより，これを補完している。つまり，
資産認識の規準としてのリスク経済価値アプローチは，損益認識の規準
として適用するには不合理なのである。不動産の売却損益は不動産に投
下した資金の回収過程と不動産投資のリスクに着目すべきである。した
がって，不動産の証券化によるオフバランス化の判定規準と売却損益の
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認識基準は一括して論じるのではなく，その性格に応じて別々に論ずべ
きと指摘されている。
３．本書の批評
 準拠枠の頑強性と分析軸の相互関係
評者は本書を批判に先立ち，本書の特長を概括的に整理しておく。
本書は，第１章で示した支配と持分の概念から事業再編取引の実質を
捉える準拠枠について，本書の前半部分で企業結合会計基準の変遷を通
じて検証し，後半部分では支配と持分の継続性という概念を操作化した
利益測定の体系に焦点を当てて事例研究を用いて検証している。とりわ
け，本書の後半部分の事例研究は一見すると事業再編取引の会計問題と
いう印象を与えがちだが，各章ごとに明確な主張が展開されている。
第５章は個別財務諸表を想定した支配の継続性及び持分の継続性に基
づく会計処理の必要性を，第６章は連結財務諸表を想定した支配の継続
性及び持分の継続性に基づく会計処理の必要性を，第７章は支配の継続
性に基づく会計処理の有効性を，第８章は支配の継続性と持分の継続性
に基づく会計処理の代替案として持分法の可能性と問題点を整理してい
る。また，第９章は代替的な会計処理としての持分法の意義と限界を総
論として示し，第１０章はそれに派生して継続事業の利益測定との整合性
を論じ，第１１章は資産の認識規準と損益認識規準の適用上の課題を考察
し，本書の真の主題である会計上の実現概念を射程に入れた支配と持分
の概念に基づく利益測定の体系の課題を提示して，議論を収束させてい
る。
かくして，本書の論理構成は前半部で設定した準拠枠の説得力を，事
例研究を用いて検証するため，仮説演繹型の手法を展開していると評さ
れうるのも十分理解できる。また，一定の条件を加味すれば，分析軸の
限界が理論的にも示唆され，また事例からも説明しうるという事実認識
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を提示することによって，中立な議論を展開していることも見逃せない。
事業再編取引を対象とする先行研究は，連結基礎概念の観点から分析
されることが多い。しかしながら，本書の分析視角は，継続企業の利益
測定との整合性から，事業再編取引の会計処理の意味内容を検討するこ
とにある。それは，事業の動態を株主資本の転換プロセスと企業資産の
転換プロセスから捉えることにより，「支配の継続性」と「持分の継続
性」という具体的な事業の継続性の判定規準が析出できることを示し，
この支配の継続性と持分の継続性から導出される事業再編取引は，同じ
事象として捉えられたとしても，その解釈が異なり，資産の評価替えや
利益認識の条件が異なることを示している。すなわち，支配の継続性の
観点から導かれるパーチェス法や，持分の継続性の観点から導かれる
パーチェス法は，その意味が違うというのである。
このように，本書が構築した準拠枠は，継続企業の利益測定と結びつ
く事業の動態を深層とし，事業再編の判断規準を中層とし，最終的な会
計処理であるパーチェス法やプーリング法，それに伴う利益認識の会計
処理の意義を表層とする，頑強な三層からなる論理構造を形成している。
利益測定を起点とした重層的な論理構造の頑強性に本書の独自の特徴を
見出すことができる。
評者はこの本書独特の準拠枠の重層な論理構造に疑問をもつ。本書で
は事業再編の判断規準である持分の継続性と支配の継続性をそれぞれ相
互に独立した分析軸として用いている。しかし，その根底にある継続企
業の利益測定と結びつく事業の動態の局面では株主本の転換プロセスと
企業資産の転換プロセスが相互に独立しているわけではなく，企業資産
の転換プロセスを組み込んだ株主資本の転換プロセスの可能性を言及し
ている。つまり，準拠枠の論理構造は最下層では共存する可能性を指摘
しながら，実際の事業再編の判断規準の局面では相互に独立すると言及
するため，違和感を覚える。この点について，踏み込んだ説明が必要に
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なると思われる。なぜなら，この論理構造は理論的に，支配と持分の継
続性という二分法では説明できない事業再編を示唆する可能性を秘めて
いると考えられうる。
 研究目的との整合性：実現概念の論争との関係
評者はまた，本書の真の主題への探求姿勢にも違和感をもつ。本書は
継続企業の利益測定との整合性を手がかりに，利益の認識にとって決定
的な要因になるのは，資産に対する支配の喪失（支配の継続性）なのか，
それとも事業のキャッシュ・フローに対する持分の清算（持分の継続性）
なのかを分析している。本書に一貫する分析の焦点は，会計上の実現概
念の意味を検討することにほかならないという。というのであれば，本
研究の論理的帰結がこれまで会計研究が論じてきた実現概念論争に対す
るインプリケーションを明示することにあると考えられる。
実現概念は一般に，財やサービスの引渡しと貨幣性資産の受領の２つ
の要件から構成される。この２つの要件は，一般的な交換取引について，
引渡しによる財やサービスに対する支配の喪失と，獲得した対価として
の貨幣性資産により持分の清算が同時に生じていることを意味する。す
なわち，実現概念は投資の継続と清算に関する観念的な考え方と解され
る。この考え方は事業分離会計基準でも指摘されているとおり，実現概
念と表裏の関係にあるという。ゆえに，実現概念を問うという本書の姿
勢には大いに共感されうるだろう。
実現概念の核心や本質については，諸外国の制度的動向も併せて，こ
れまでにも様々な議論が繰り返されてきた。本書の提示する「支配の継
続性」と「持分の継続性」が継続企業の利益測定と整合すると考えるな
らば，実現概念に関する論争の系譜と現在までの到達点を題材に，「支
配の継続性」と「持分の継続性」から再構築した利益の認識の観点から，
会計上の実現概念の意義と展望を示すことが問われるのではないだろう
千葉大学 経済研究 第２７巻第１号（２０１２年６月）
（１４７） １４７
か。
実現概念に焦点をあてた従来の研究は企業間取引を想定していた。し
かしながら，企業と株主間取引に焦点をあてた利益の実現，ひいては資
本と利益の峻別計算に立ち入った会計上の実現研究は乏しい。この領域
の諸問題を本格的に取り組んだという意味で，本書の貢献は大きいと思
われる。実現概念に関する研究が企業間取引から企業と株主間取引へと
対象を拡張した際に，従来の実現概念研究の知見が本研究にどのような
インプリケーションを与えたのかを整理すれば，本書の意義がさらに増
したものと思われる。実現概念に関する研究への筆者の見解が見られな
いことに，評者は物足りなさを覚える。
 通説との関係整理：トライアングル制度の下での合併会計の実務慣行
さらに評者は，本書の主要な含意と当時の合併会計の実務慣行との通
説的な理解との位置づけを指摘する。
多くの論者が指摘するように，日本の会計実務の慣行において，強行
法規である商法に抵触しないことを大原則として法人税法の規定が事実
上，企業会計のルールとして機能している側面が指摘されている。企業
会計原則や商法施行規則および財務諸表等規則など，一般的で抽象的な
規定を設けていないのに対して，法人税法は法人の課税所得を算定し公
正に課税を行い，国の歳入確保を目的とする公法であるため，詳細で具
体的な規定を設けている。このことから，結果として，会計実務が税法
規定に準拠する傾向を生み出す，いわゆる法人税法の「逆基準性」が指
摘されてきた。
企業結合会計基準が整備される以前の，合併会計の領域も例外ではな
く，合併法人に対する，受け入れ資産の評価益に関する合併差益課税お
よび被合併会社における清算所得課税ならびに法人税法上の繰越欠損金
の取扱いに関する規定が，合併会計の実務慣行を左右してきたと言われ
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ている。
本書は，企業結合会計基準が存在しない時代においても，企業が継続
企業における資産の評価替えや利益の認識基準を手がかりに，本書の準
拠枠で示された「支配の継続性」と「持分の継続性」に沿った事業再編
の会計処理が行われていたと指摘する。この本書の準拠枠に基づく事例
研究の会計処理の解釈が，当時の合併会計実務の通説的な理解を，どの
ように位置づけるのか，合併会計の先達は興味深く見守っていると思わ
れる。
最後に，評者は本書に対する批判を三点ほど挙げたものの，本書に一
貫する問題意識やその研究手法には高く評価している。おおよそ会計基
準の開発担当者ですら，このような分析軸を有して基準開発をしている
とは言いがたい。それゆえ，本書は中立かつ透明な議論を展開している
ものの，一読する程度では，本書の問題意識を理解するのは困難である
と思われる。精読を進めたい貴重な良書と位置づけている。
（２０１２年３月３０日受理）
千葉大学 経済研究 第２７巻第１号（２０１２年６月）
（１４９） １４９
